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昨日、とても久々に天気になったと思ったら、今日はまた雨です。８月の後半からずっと
曇りや雨で、殆ど太陽を見ていない気がします。夏の猛暑は嫌なので、曇りの日なんかは
嬉しかったりしたのですが、何事も程度がある訳でこんなに長く曇りや雨の日が続くと気
分も滅入ってきますよね。天気予報では、今週末からのシルバーウィークも関東に台風が
接近するせいで、ずっと天気が悪いとのこと。せめて来月は、秋晴れが続きますようにと
願っています。

９月１日から開始　時間外労働等に係る相談・支援
および監督指導の見直し

１．時間外労働等に係る監督指導の見直し等を公表
厚生労働省は令和８年８月１９日、厚生労働省は令和８年８月１９日、「日本成長戦

略」や「経済財政運営と改革の基本方針２０２６」の内容を踏まえ、本年９月１日より、
全国の働き方改革推進支援センターおよび労働基準監督署において、
①３６協定の締結等に関する相談・支援の充実
②労働基準監督署における対応の見直しに取り組む
ことを公表しました。

２．３６協定の締結等に関する相談・支援の充実
全国の働き方改革推進支援センターに、柔軟な労働時間制度の導入等を支援する「専門

相談窓口」を設け、また、働き方改革推進支援センターと労働基準監督署（労働時間相
談・支援班）とのチームにより、３６協定や特別条項の締結に関するアウトリーチ型
（※）の訪問支援を行うとしています。なお、よろず支援拠点等との連携により、経営課
題に関する相談にも対応できる体制を構築するとしています。
※：「手を伸ばすこと」を意味する英語から派生した言葉で 、専門家や関係機関が一般社
会に対して教育普及や啓発活動等の働きかけを行う活動 、あるいは公的機関や文化施設
などによる地域への出張サービスのことを言います 。

３．労働基準監督署における対応の見直し
労働基準監督署は、「特別条項付き３６協定」（年６回まで、４５時間を超えて残業す

ることができるが、残業時間の上限は月に１００期間未満、２ヶ月～６ヶ月の平均８０時
間以内）を締結した企業に対しても残業を月４５時間以内とするよう求めてきた一律の指
導を見直し、各事業場が３６協定で定める「健康確保措置の実施状況」を重点的に確認し、
確認した状況に応じた必要な指導を行うこととしています。また、個々の事業場の実態を
踏まえ、過重労働による健康障害が生じるおそれが高い場合には、引き続き必要な指導を
行うとしています。

４．具体的な内容については注視が必要
上記見直し等による具体的な変化については、今後明らかになって来ると思います。丁

度良いタイミングですので、自社の労働時間管理や過重労働対策に関する取組みについて、
改めて確認してみるのも一案だと考えます。

【参考】
厚生労働省「時間外労働等に係る相談・支援及び監督指導を見直します」
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_75454.html


